
札幌市告示第3938号  

 

令和９～11年度　札幌市ふるさと納税関係業務に係る公募型企画競争の実施について、

下記のとおり告示する。 

 

令和８年（2026年）10月21日 

札幌市長　秋元　克広　　 

 

１　契約担当部局　 

〒060-0002　札幌市中央区北２条西１丁目１番地７　ORE札幌ビル８階 

　　まちづくり政策局政策企画部公民・広域連携推進室　電話（011）211-2281 

　　メール　furusato@city.sapporo.jp  

 

２　公募型企画競争に付する事項 

⑴　業務名 

令和９～11年度　札幌市ふるさと納税関係業務 

⑵　業務内容 

ア　ふるさと納税ポータルサイトの運用・管理に関する業務 

イ　セキュリティ対策を伴った寄附管理システムの提供・運用及び寄附者情報の管理

に関する業務 

ウ　返礼品提供事業者との契約、返礼品の発注・配送管理、返礼品の代金・送料の精

算に関する業務 

エ　寄附者に対する感謝状・寄附受領証明書・ワンストップ特例申請書の送付に関す

る業務 

オ　ワンストップ特例申請書の受付に関する業務 

カ　寄附者（ポータルサイトを経由しない寄附を含む）への対応に関する業務 

キ　返礼品の新規開発・開拓・相談受付、既存返礼品の魅力向上、返礼品提供事業者

との調整に関する業務 

ク　広報・PRに関する業務 

ケ　寄附獲得に向けた企画に関する業務  

コ　その他の業務 

⑶　履行期間 

契約締結日から令和12年３月31日まで 

⑷　予算額（事業規模） 

　　4,676,212,000円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

３　参加資格 

⑴　地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。 

⑵　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する者及びその者を代理

人、支配人その他の使用人または入札代理人として使用する者で、その事由の発生の

日から申出日までにおいて３年を経過しない者でないこと。 

⑶　会社更生法による更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法による再

生手続開始の申立てがなされている者（手続開始の決定後の者は除く。）等経営状態

が著しく不健全な者でないこと。 



⑷　事業協同組合等の組合がこの企画競争に参加する場合は、当該組合等の構成員が、

構成員単独での参加を希望していないこと。 

⑸　札幌市競争入札参加停止等措置要領の規定に基づく参加停止の措置を受けている期

間中でないこと。 

⑹　不渡手形又は不渡小切手を発行して、銀行当座取引を停止された者で、２年を経過

しない者でないこと。 

⑺　企画書等提出時点の直前１年間において、１期の決算における製造、販売、請負等

の実績高があること。 

⑻　市区町村民税及び消費税・地方消費税を滞納していないこと。 

⑼　札幌市暴力団の排除の推進に関する条例（平成25年条例第６号）に基づき札幌市が

発注する建設工事その他の事務又は事業の執行により暴力団の活動を助長し、又は暴

力団の運営に資することのないように、暴力団員及び暴力団関係事業者を入札、契約

等から排除していることを承知していること。 

⑽　次に掲げる者のいずれにも該当せず、また、今後もこれらの者に該当することのな

いこと。 

ア　役員等（申出者が個人である場合にはその者を、申出者が法人である場合にはそ

の役員又はその支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表

者、申出者が団体である場合は代表者、理事等をいう。以下同じ。）が暴力団員

（札幌市暴力団の排除の推進に関する条例第２条第２号に規定する暴力団員をい

う。以下同じ。）であると認められる者。 

イ　暴力団（札幌市暴力団の排除の推進に関する条例第２条第１号に規定する暴力団

をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる

者。 

ウ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる者。 

エ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると

認められる者。 

オ　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られる者。 

 

４　企画書の提出方法等 

⑴　提出方法 

電子メールとする。 

⑵　提出期間 

令和８年10月21日（水）～令和８年11月20日（金）17時までの土曜日、日曜日及び

祝日を除く日。 

最終日を除き、受付時間は８時45分から17時15分までとする。 

⑶　提出先 

　　上記１のとおり。 

 

５　提案説明書の交付方法 

令和８年10月21日（水）からまちづくり政策局政策企画部ホームページにて公開。 

 



 

６　参加意向申出書、提案書類の提出期限、提出場所及び提出方法 

　⑴　提出方法 

　　　電子メールとする。 

　⑵　提出期限 

　　ア　参加意向申出書及び資格審査に係る提出書類 

　　　　令和８年11月13日（金）17時 

　イ　提案書類 

　　　令和８年11月20日（金）17時 

⑶　提出先 

　　上記１のとおり。 

 

７　選定方法 

　⑴　一次審査（書類審査） 

　提出された書類を企画競争実施委員会により審査する。提出者が少数の場合は省略

する場合がある。 

⑵　二次審査（ヒアリング） 

　企画競争実施委員会においてヒアリングを実施する。最低基準点以上の者のうち、

委員の評価の合計点数が最も高い企画提案を契約候補者とする。合計得点が同点と

なった場合は、実施委員会の協議により決定する。 

 

８　その他 

⑴　以下の場合には、実施委員会において審査のうえ、失格となることがある。 

ア　提出書類に虚偽の記載、その他不正の行為をした者 

イ　本要領に定める手続き以外の手法により、実施委員会の委員及び市職員から助

言、援助その他審査の公平を疑われるような行為を受けた者又は当該行為を求めた

者 

ウ　本企画競争の手続期間中に指名停止を受けた者 

エ　提出書類の提出期間、提出場所、提出方法、記載方法等が、本要領及び各様式の

留意事項に適合しなかった者 

オ　審査の公平性を害する行為を行った者 

カ　その他、提案説明書等に定める手続、方法等を遵守しない者 

⑵　企画競争に係る一切の経費は、参加者の負担とする。 

⑶　提出された企画提案書等は返却しない。 

⑷　提出された企画提案書の訂正・追加・再提出は認めない。 

⑸　同一の事業者からの複数の企画提案書の提出は認めない。 

⑹　詳細は提案説明書による。 

 


